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Abstract
The energy-recovery linac free-electron laser at Japan Atomic Energy Agency has been shutdown and decommissioned.

The components of the accelerator were transferred to other laboratories. Now, the research group is conducting R & D’s

of photocathode DC guns and superconducting cavities for future ERL light sources. Construction of a new accelerator is

also planned to demonstrate non-destructive assay of nuclear material by using laser Compton scattered X andγ-rays.

JAEA ERLの現状

1 . はじめに

日本原子力研究開発機構 (平成 17年 10月までは日本
原子力研究所)にて開発運転されてきた超伝導リニアッ
ク自由電子レーザーは、平成 21年度までに運転を停止
し、解体撤去された。本稿では、本施設のこれまでの成
果と廃止措置の経緯、現状と今後の展開について報告
する。

2 . 超伝導自由電子レーザー、エネルギー回
収型リニアックの廃止措置

2.1 FELの建設と運転

原子力機構 ERL-FELのこれまでの経緯を簡単に振り
返る。
同位体分離をはじめとした原子力分野におけるレー

ザーの利用を展開すべく、昭和 62年、日本原子力研究
所において自由電子レーザーの研究計画が立案された。
産業利用が可能な高出力自由電子レーザーを実現するた
め、超伝導リニアックを採用し、将来的にはエネルギー
回収型リニアックへの発展も当初から視野に入れた計画
であった。
平成 3年には 250kV電子銃を含む入射器が、平成 6

年には 17MeVリニアックが完成した。その後、FELア
ンジュレータと光共振器が設置され、FEL発振を目指
した実験が始まり、平成 10年 2月 26日に最初の FEL

発振が得られた。
平成 13年には、エネルギー回収型リニアックへの改

造が施され、平成 20年まで運転が続けられた。
これまでの主な成果は以下の通りである。

• わが国で唯一の超伝導リニアックの開発と運転 [1]

• FELの高効率、高出力発振の記録更新 [2]
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• FELの超短パルスの記録更新 [3]

• 世界で 2番目のエネルギー回収型リニアックの開
発と運転 [4]

2.2 FELの廃止措置に至る経緯

平成 17年 10月に日本原子力研究所と核燃料サイク
ル機構の二法人が統合し、日本原子力研究開発機構と
なった。この統合にあたっては、二法人の負の資産とも
いうべき廃止措置費用の捻出が大きな問題となった。廃
止措置とは、研究開発のために建設された原子力施設の
うち、役割を終えた施設の解体撤去、および、放射性廃
棄物（施設の運転中に生じたものと解体で生じるもの）
の処理処分のことである。本来であれば、施設の建設、
運用期間を通して、将来の廃止措置に必要な費用を積
み立てておくべきであったが、旧法人時代にはそのよう
な仕組みがなかったため、廃止措置費用は隠れた借金と
なっていた。二法人統合の当時の試算では、廃止措置に
は約 2兆円が必要とされ、新法人の発足後 80年かけて
これを支出する計画が立てられた。

新法人の最初の中期計画 (平成 17年度～平成 21年度)

では、廃止措置に関する事項として、34の施設につい
て廃止措置のスケジュールが定められ、その中で自由電
子レーザーは、「中期目標期間中に使命を終え、廃止措
置に着手する施設」とされ、「平成 18年度に停止する」
ことに決まった。これらの決定は監督官庁と法人経営陣
の判断によるもので、現場の研究者が意見を挟む余地
は全くなかった。新法人の発足に合わせて立ち上がった
「ERL光量子源開発研究グループ」は、研究で成果を上
げると同時に、廃止措置を遂行するという、二つの仕事
を課せられることとなった。
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2.3 FELの廃止措置実施計画の策定

FEL装置は、中期計画に定められた通り、平成 18年
度に本格的な運転を停止したが、継続中の科研費研究
などのために平成 19年度、20年度と限定的な運転を続
けた。
平成 19年 12月、福田内閣は独立行政法人整理合理

化計画を閣議決定した。この中で、FEL施設について
は、「平成 20年度第 3四半期を目途に、廃止措置実施計
画を作成し、廃止措置着手・終了年度を明確にするとと
もに、現中期計画にそれらを反映する」こととされた。
「閣議決定」は「法人の中期計画」よりもはるかに重み
のある決定であり、「研究はやらなくてよいから、廃止
措置をしっかりやるように」との声がラインの上層部か
ら聞こえてきたほどである。
廃止措置実施計画を作成するにあたって、二つの問

題があった。ひとつは費用の問題であり、もうひとつは
FEL研究棟建家の存続の問題である。原子力機構の廃
止措置は、建家を解体撤去し更地に戻すのが原則であ
る。原子力科学研究所 (東海)の研究棟の裏手で、いく
つかの建家が撤去され更地になっているのをご存知の方
もおられよう。

FEL研究棟は築 50年を越えるとは言え、加速器が設
置可能な管理区域、クレーン、冷却水、空調、受電設備
などを備えている。これを取り壊して、加速器研究を展
開できるスペースを新たに探し出すのは至難の技であ
る。したがって、FELの加速器は廃止するが建家は残
したいというのが研究グループの希望であった。
そんななか、平成 19年 5月に KEK の神谷幸秀理事

より「FEL装置を KEKで引き取ってもよい」との申し
出があった。しかも、移設に必要な費用は KEKが負担
するとの条件である。廃止措置費用の負担を減らすこと
ができる、ありがたい提案であった。原子力機構の財務
担当者、監督官庁の指導を仰いで譲渡の手順を定めた。
まず、原子力機構内での転用照会を行い数点の物品を他
グループに移管し、つぎに、処分制限財産の制限解除
を監督官庁に求めた。さらに、平成 20年 2月に、装置
売却の一般競争入札を行い、条件を満たす入札がなかっ
たのを確認した後、KEKへの無償譲渡手続きに入った。
無償譲渡の契約は平成 21年 5月までに完了した。
これらの譲渡手続きと並行して、平成 20年 5月、廃

止措置計画策定のワーキンググループが所内で編成さ
れ、FELの廃止措置実施計画が議題に上がった。KEK

が搬出費用を負担し FEL装置を無償で引き取るスキー
ムは、費用の負担を大幅に削減できると同時に、資産の
有効利用が図れる画期的な廃止措置であるとして、原
子力機構財務担当者から高い評価を得た。また、心配し
ていた FEL研究棟建家の問題についても、ねばり強い
交渉の末、放射線管理区域の解除縮小を条件に建家の
存続が認められた。FELの廃止措置実施計画は、「平成

21年度末までに RI装置の許認可取消、平成 22年度末
までに不要機器を撤去する」となり、閣議決定を守るこ
とができた。

RI装置 (電子線加速器)の許認可取消は、平成 21年 4

月 13日づけで水戸原子力事務所に提出し受理された。

2.4 FELの解体と搬出

次期計画のために実施中の光陰極DC電子銃、超伝導
空洞開発のための装置群を除いて、FELを構成する大
半の機器は KEK へ無償譲渡されることになった。FEL

の解体と KEKへの搬出は、電子銃・超伝導空洞実験の
合間を縫って行うこととし、平成 21年 10月 13日から
12月 9日までの間に、3回に分けて行われた。解体搬
出は（株）ケーバックの熟練した作業員の手によって順
調に完了した。

KEKに移設された FEL装置のうちマグネット電源が
電子銃テストスタンドで、IOT用のDC電源がコンパク
ト ERLで再利用されているほか、一部の物品は共同研
究先にも提供されていると聞いている。

FELを搬出した後の加速器室の管理区域解除には、天
井を含む壁面の全てをスミア検査する必要があり、足場
の設置、作業員の確保に約 2,000万円の費用がかかる。
研究費を工面してこの費用を捻出するのは現実的でない
ので、当面は加速器室の管理区域はそのままとし、周辺
の実験室から管理区域解除作業を順次進めることとし、
監督官庁の了解を得た。

3 . FEL研究棟における現在の研究活動

現在、FEL研究棟では、2台の光陰極DC電子銃の研
究開発を進めているのに加えて、いくつかの要素技術に
ついて研究を展開している。電子銃の電圧は 250 kVと
500 kVであるので、法令上は、加速器 (RI)ではなく X

線発生装置である。
光陰極DC電子銃は、低エミッタンスかつ大電流の電

子ビームを発生できることから、エネルギー回収型リニ
アックの入射器として最適の装置である。昨年度には、
世界初の 500-kV電圧印加に成功するなど、順調な研究
開発が進んでいる [5]。

1.3 GHz高周波源 (IOT)を中心としたテストスタンド
では、JAEA、KEK、ISSPの共同チームによる ERL主
加速器用のカップラー試験が行われている [6]。
また、MBE装置を用いたマルチアルカリ光陰極の研

究が、東京大学との共同で進んでいる [7]。

4 . 今後の研究

原子力機構の第二期中期目標期間（平成 22～26年度）
では、われわれグループはガンマ線を用いた核種分析
技術の研究をテーマに掲げている。これは、高輝度電子
ビームと先端レーザー技術を融合した、レーザーコンプ
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トン散乱 X ／ガンマ線の発生技術、および、これを用
いた元素／核種の非破壊検知・計測技術の開発である。

加速器による X 線、中性子の発生技術は、これまで
に大きく発展し、SPring-8、J-PARCといった施設が建
設され利用に供されている。ガンマ線については、これ
まで制動放射による白色光が利用されてきたが、これ
は、X 線放射光で言えば第０世代 (X 線管)に相当する
old technologyである。制動放射に代わる方式として、
レーザーコンプトン散乱 (LCS)を用いた単色ガンマ線
の発生がある。近年、発展の著しい電子ビームとレー
ザーの技術を組み合わせることで、LCSガンマ線の強
度、輝度を格段に向上できる。われわれグループは、こ
れまで培ってきた ERLの技術をベースにして、大強度
かつ高輝度の単色ガンマ線ビームの発生と原子力分野
への利用の展開を研究テーマに定めたのである。

原子力分野において最も有力なガンマ線の利用であ
る核種の非破壊計測・検知については、別論文に詳しく
述べているので、そちらを参照されたい [8]。

今年の 4月に米国で開催された核セキュリティ・サ
ミットでは、47ヵ国から首脳が集まり、プルトニウムや
ウランなどが核テロリズムに使われないように安全や
保全を確保し、その維持と管理を厳格に行うための方
策が話し合われた。その中で、鳩山首相は、核物質の測
定、検知及び核鑑識に係る技術開発の実行を含むナショ
ナル・ステートメントを発表した。われわれの提案は、
まさに、この技術開発を担うものである。

ヨーロッパでは、Extrem Light Infrastructure (ELI)と
呼ばれる超高強度レーザーのプロジェクトが立ち上がっ
た。建設予定の 4つの施設のうち、ルーマニアでは光
核物理の研究に特化した施設 (Nuclear Physics Pillar)が
建設されることになった。ここでは、20ペタワットの
レーザーと LCSガンマ線を組み合わせて、真空からの
対生成や真空の複屈折現象の観測などの基礎研究が展
開される。LCSガンマ線源としては、フランス LAL の
蓄積リング、米国 LLNL のリニアックと並んで、われわ
れが提案した ERL光源が候補となった。議論の結果、
2011-2015の第一期ではリニアック (X-band)によるガ
ンマ線光源を建設し、第二期以降に ERLを含む拡張が
検討されることになった。このような世界の動向を見
れば、LCSガンマ線に対する期待の大きさがわかるだ
ろう。

最後に、われわれグループの本拠地 (原子力機構東海
研)とは別のサイトになるが原子力機構関西研に設置さ
れている 150-MeVマイクロトロンを用いたプロジェク
トが立ち上がったので紹介する。これは、科学技術振興
調整費の「安全・安心な社会のための犯罪・テロ対策技
術などを実用化するプログラム」として、港湾から輸出
されるコンテナに隠匿された核爆弾を非破壊検査する
ための装置の開発である。われわれは、京大エネルギー

理工学研究所 (大垣英明教授)、京大原子炉実験所 (三沢
毅准教授)と共同し、小型の D-D中性子源とマイクロ
トロンによる LCSガンマ線源を組み合わせた装置を提
案し採択された。LCSガンマ線を原子核共鳴蛍光散乱
(NRF)と組み合わせることで、Pu-239、U-235などの核
爆弾の原料となる同位体を選択的に識別することがで
きる。原子力機構関西研のマイクロトロン、京大原子炉
を用いた実験を今年度から開始している他、将来の製品
化について、非破壊検査機器メーカーとも議論をはじめ
たところである。

5 . まとめ

20年あまりにわたって研究開発、運転を続けてきた
原子力機構 FEL装置は、平成 21年度末までに廃止さ
れ、装置は解体撤去された。本装置を用いて、われわ
れグループが先鞭をつけた超伝導リニアック、高出力自
由電子レーザー、エネルギー回収型リニアックの技術
は、いまや世界の各地で新たなプロジェクトとして花を
開いている。とりわけ、エネルギー回収型リニアックに
ついては、わが国におけるコンパクト ERL、Daresbury

の ALICE加速器、JLABと BINPの自由電子レーザー、
Cornell大学の X 線放射光源計画、BNL の電子冷却装
置、HZ-Berlinの放射光源計画など、多くのプロジェク
トが目白押しの状況にある [9]。
原子力機構 ERL-FELグループは、レーザー・コンプ

トン・ガンマ線の高輝度、高強度化と、原子力分野への
利用の展開を目指して、要素技術である高輝度・大電流
電子銃、超伝導空洞の技術開発を進めると同時に、新た
な加速器の建設を含む提案を行っている。
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